
はじめに 
 

 職業教育の重要性が、近年、強調されています。世界に目を向けると、欧米はじめ世界各国が、高

等職業教育の改革に積極的に取り組んでいます。さらに、わが国では、少子高齢化が進み生産年齢人

口が減少し、人生 100 年時代を迎えている中、リカレント教育のニーズが高まり、多様な視点に立っ

た専門職高等教育改革が求められています。この改革を進めるには、これからの専門職高等教育に求

められる三つの要素に配慮しなければなりません。 

①  多様性（diversity） 

多様な社会のニーズに対応できる多様で柔軟な教育プログラムによって学修を進めることを可

能とする。 

②  流動性（mobility）  

国際間、教育セクター間における人材や教育材の移動を円滑に進めることを可能とする。 

③  生産性（productivity）  

一定期間で最大の学修成果があがるとともに、学修に関する情報について、効率的に入手するこ

とを可能とする。 

 

 当機構では以上の認識を基礎として、本年度三つの文部科学省委託事業を提案し、採択されました。 

A FD・SD 事業「職業実践専門課程の質保証・向上につながる専修学校教職員資質能力向上プログラム開発」 

専門学校の教職員を対象として、多様な学生を対象とした生産性の高い教育を進めるために必要

な知識・技能を研修するためのプログラムの構築と実践に取り組んでいます。 

B コンピテンシー事業「学修成果の測定に向けた職業分野別コンピテンシー体系の研究」 

学修成果の可視化を実現するためのコンピテンシー体系を構築し、プログラムの質保証・向上を

通じて､国際間、教育セクター間における人材･教育材の流動性を高める研究に取り組んでいます。 

C ポートレート事業「職業実践専門課程に相応しいポートレートシステムの要件定義」 

利用者目線に沿って、学修に必要な情報を効率的に入手することができ、かつ、職業教育の国際

通用性にも配慮したデータベースシステムの開発に取り組んでいます。 

 

本書は、以上のうち、令和元年度におけるＣ（ポートレート事業）の成果をまとめたものです。本年

度は、前年度事業においてプロトタイプを開発した「職業実践専門課程ポートレートシステム」につ

いて、学校と利用者から聴取したご意見に基づく新機能の開発、既存機能の改善等を行い、実際に公

開するところまでを実施しました。本報告書では、これらの取組の概要および、その取り組みの結果

変化した要件定義などを紹介します。 

 なお、本ポートレートシステムの開発にあたっては、当機構の会員校を中心とした 16 の専門学校・

専門職大学院の実施協力を得ました。この場を借りて厚く御礼申し上げます。 
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0  本事業の概要 

 

 本事業では、専修学校職業実践専門課程の情報公開・提供に対するニーズを満たす

情報システム（仮称「職業実践専門課程ポートレートシステム」、以下「ポートレート

システム」）を開発する。本年度は、前年度実施した意見聴取の結果や最新の職業実践

専門課程認定校に対する情報公開ニーズを踏まえた要件の追加定義を行い、その定義

に従ったプロトタイプ開発を進め、前年度に引き続いて、利用者側・学校側双方にお

ける試用および意見聴取を行う。 

 今年度終了時点では、自立したベータ版システムとして、一般公開または限定公開

が可能で、かつ、国際通用性を考慮することによって、大学ポートレートなどと連携

することによって、NIC の一環として機能できる状態にすることを目指す。  

 

 本事業の目的 

 専修学校職業実践専門課程制度の発足およびその後のフォローアップにより、専修

学校の情報公開は徐々に進みつつある。しかし、この制度では公開の「様式」が定め

られているものの、情報の管理・提供方法が学校に任されているため、ステークホル

ダーから見た利便性が高いとはいえない。  

 本事業の第一の目的は、大学等において一般的になりつつある「大学ポートレート

システム」なども参照しながら、利用側・学校側双方にとって有用で、職業実践専門

課程制度の趣旨に叶った情報システムのあり方を研究し、プロトタイプシステムを開

発することである。本年度事業においては、プロトタイプシステムの質を高め、大学

ポートレートなどと連携した実践に耐えうる水準を目指すことも目的の一つとして考

える。 

 

 本事業の背景 

 現状では、職業実践専門課程に求められている情報公開・提供の「様式」は表計算

ソフトのファイルであるため、一般市民、高校生、保護者、行政機関などの利用者か

ら見た場合、次のような問題が生じている。  

① ホームページに公開する場所は学校の判断に委ねられているため、検索が容易で

ない。 

② 公開される情報が、年度ごと・課程ごとに一つのファイル形式であるため、課程

間比較、時系列比較がしにくい。 

③ ほとんどの場合公開される情報が PDF 形式であるため、数値としての活用がし

にくい。 

④ 様式は決まっているが、自由度の高い項目が多く、学校間の統一感に乏しい。  

 このような問題は、大学等の場合も同様であったが、認証評価制度の開始などをき

っかけとして、大学等の情報公開に対する姿勢が変化し、ホームページ等の上に公開
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される情報の量は飛躍的に増加した。しかし、公開のしかたに関する統一的ルールは

存在せず、情報の利用者にとっては、前記同様の問題が生じていた。この問題を解決

するために、文部科学省では「大学における教育情報の活用支援と公表の促進に関す

る協力者会議」の中で議論を重ね、最終的にはその議論の成果として 2014 年 7 月、

独立行政法人大学評価・学位授与機構に大学ポートレート運営会議および同センター

が設置され、その後、2014 年 10 月に、「大学ポートレート」として Web サイトを通

じた大学の教育情報の提供が開始され、現在に至っている。  

 それから 3 年以上が経過している今、大学等が公開する情報の概要を知るためのポ

ータルサイトとしての存在感を増しつつある。将来、東京規約に定められる NIC が設

立されたとき、専門学校も含めた高等教育機関の情報を一括的に参照できるデータベ

ースシステムの存在は必要不可欠になっている。  

 

 ポートレートシステムに求められる要件の概要  

 本事業は、以上に示した大学等のケースを踏襲し、専修学校職業実践専門課程にお

いても同様のプロセスを経て、「職業実践専門課程ポートレートシステム」を開発する

ものである。 

 このシステムでは、数千にも上る課程の情報を管理する必要があるので、それらを

一元的・体系的に管理するデータベースシステムとしての開発が必須であり、かつ、

一般利用者のアクセシビリティの観点から Web によるアクセスを可能とする仕組み

が必要となる。 

 このシステムの開発後において想定される利用者側のメリットとしては、次のよう

なものが挙げられる。 

① ポータルサイトからすべての学校のデータを参照できる。 

② 参照ニーズに応じた検索機能を利用できる。  

③ 学校間、分野間の比較や同じ学校(課程)の時系列比較ができる。 

④ エクスポート機能等を活用した数値データの加工が可能となる。  

 また、情報公開・提供の主体である学校側のメリットとして、初回のデータ入力は

情報量も多く、作業は容易とはいえないことが想定されるが、ひとたびデータを入力

すれば、年度ごとの更新は過年度のデータを参照・コピーすることができるので、入

力・編集作業は大幅に簡素化できることが挙げられる。  

 さらに、すでに職業実践専門課程認定校においては、表計算ソフトの「様式」ファ

イルの編集方法を標準化し、効率的なデータ編集業務を確立していることも想定され

ることから、そのような場合に、「ポートレートシステム」に入力するデータを、「様

式」ファイルから生成するアプリケーションがあると、データ入力作業を効率化でき

る可能性があり、要件の検討に値すると考えられる。  

 一方、「ポートレートシステム」は Web からのアクセスを前提にするので、パフォ

ーマンス、セキュリティに対する十分な配慮が必要になるのはいうまでもない。  

以上のような想定をもとに、本事業では、実施委員会の議論や、利用者側・学校側・
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開発側からの意見聴取をもとに、「ポートレートシステム」に求められる非機能要件に

ついても定義を行った。 

 

 

図 1 ポートレートシステム開発の意義に関するイメージ1 

  

 
1 本事業の「事業計画書」より引用した。  
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1  本年度事業の位置づけと実施内容 

 

（1）前年度事業の振り返り 

 本事業は、実際の Web サイトで閲覧可能なポートレートシステムの開発を目的と

して、平成 30 年度から 2 年計画で実施した。そこでまず、前年度事業を振り返るこ

とから始めて、本年度事業の位置づけを確認したい。  

 

 問題意識 

 前章でも述べたとおり、そもそもの問題意識は、職業実践専門課程認定校に任され

た現行の「職業実践専門課程の基本情報」（以下、「基本情報」）の公開方法では、  

✔本当にその情報を必要としているユーザから見て著しく検索に手間がかかる 

✔課程ごとに独立に基本情報を編集するため、データの不整合を防ぎえない  

といった問題のあることに起因している。  

 

 職業実践専門課程に関する情報公開への期待  

 情報公開は、職業実践専門課程の認定要件になっており、「基本情報」はそのための

様式である。同認定制度は平成 25 年度からスタートしたが、その後も、平成 28 年度

中に 10 回開催された「これからの専修学校教育の振興のあり方検討会議」における

検討を経て取りまとめられた「これからの専修学校教育の振興のあり方について（報

告）」の中でも、積極的な質向上が必要であり、それは職業実践専門課程を基軸とした

質保証・向上の更なる充実における短期的課題として、情報公開の重要性が次のよう

にうたわれている2。 

 

 情報公開は、職業実践専門課程の質保証・向上において、肝となる取組であり、す

みやかに対応すべき課題として位置づけられる。職業実践専門課程については、認定

後に公表すべき項目等について、実施要項により様式が定められているが、職業実践

専門課程制度の信頼性を一層高めていくこと、及び専門学校による情報公開内容が十

分ではないという高校現場等による指摘を踏まえると、情報公開すべき内容について

は、項目内容・記載方法の統一や最新情報への定期的な更新も含め、情報公開として

より効果・意味をもつような方法について検討を行い、実施する必要があるとともに、

認定後の情報公開の義務付け根拠規定を、告示に位置づけることが適当である。  

 このことにより、専門学校及び職業実践専門課程に対する社会的評価の向上・確立

にもつながることが期待される。 

 

 以上の報告は、職業実践専門課程が公表すべき様式は当然のこととして、それを上

 
2 「これからの専修学校教育の振興のあり方について（報告）」、29 ページ  
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/03/29/1383830_2.pdf 

https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/03/29/1383830_2.pdf
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回る情報公開に対する期待を述べたものであるが、「基本情報」ですら、標準的な形で

の閲覧がしにくい状況にあり、この基本的なところの改善はぜひとも必要である。  

 また、職業実践専門課程に限らず、高等教育機関全般に対して、積極的な情報公開

が期待されていることは、平成 30 年 11 月における中教審答申「2040 年に向けた高

等教育のグランドデザイン（答申）の中でもかつてないほど強い論調で述べられてい

る。すなわち、この答申の「Ⅲ．教育の質の保証と情報公表－『学び』の質保証の再

構築－」の中で、情報公表に対してネガティブな学校に対して3、 

 

教育の質の保証や情報公表に真摯に取り組まない大学は、社会からの厳しい評価を受

けることとなり、その結果として撤退する事態に至ることがあり得ることも覚悟しな

ければならない。 

 

と述べ、実質的な警告を与えている。 

 

 NIC への対応の必要性 

 海外に目を転じると、ここへ来てわが国では、「外国資格認証（FCE、Foreign 

Credential Evaluation）」に係る情報システムの役割が急激にクローズアップされて

いる。FCE はもともと、国家間の人材流動性の必要性が高く、かつ、活発なヨーロッ

パを中心に研究・実践されてきた。わが国では国家間の人材流動化に対するニーズは

大きくなかったが、グローバル化の波と、少子高齢化に起因した外国人労働者の受入

ニーズが高まるとともに、FCE に対する関心を高めざるを得ない国情になったきたと

もいえる。 

 FCE を推進するヨーロッパを中心とした枠組みは、1997 年に発効した「リスボン

条約（Lisbon Recognition Convention）」である。2018 年時点で、EU 以外の国（ア

メリカ合衆国、オーストラリア、ニュージーランドなど）も含めた 55 か国が批准して

いる。同種の地域条約は、世界的に見て 6 つあり、ヨーロッパ以外は、アジア・太平

洋地域、ラテンアメリカ地域、アフリカ地域、地中海地域、アラブ諸国である。現時

点ではみな地域条約であるが、いずれ、ユネスコの下、世界条約を実現することが国

際的な流れになっている。 

 6 つの地域条約のうち、アジア・太平洋地域における現在の地域条約は、1983 年に

締結されたアジア地域条約を 2011 年に改訂したもので、一般に「東京規約（Tokyo 

Recognition Convention）」と呼ばれている4。 

 

 
3 「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」、29 ページ 
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/20/1411360_1_1_1.pdf  

4 文部科学省ホームページ「高等教育の国際的な動向」ページ  

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/index.htm  

の中に、ユネスコ「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約」（通称：東京規約）を

説明する箇所があり、その中の「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（和文テ

キスト（訳文））」を見ると、東京規約の全文を見ることができる。  

http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/shitu/index.htm
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図 2 東京規約の概要5 

 

 東京規約を批准したのは、2 年ほど前まで、中国、オーストラリア、ニュージーラ

ンドの 3 か国のみであったが、日本と韓国が 2017 年 12 月 5 日に批准し、そのことに

より発効条件（5 か国以上の批准）を満たしたため、東京規約は条約として発効して

いる。 

 東京規約の目的は、「高等教育の資格の承認が、学生及び学者の国際的な移動を容易

にすることを確信し、アジア太平洋において経済的、社会的、文化的及び技術的な発

展を容易にし、並びに平和を促進すること」である（前文より）。 

 そして、情報システムの観点から重要なポイントは、同規約の第 8 章「評定事項及

び認定事項並びに承認事項に関する情報」である。以下、第 8 章の 1～4 の全文を掲

載する。 

 

  

 
5 文部科学省ホームページ「高等教育の国際的な動向」ページの「高等教育の資格の承認に関す

るアジア太平洋地域規約（概要）」の PDF を引用。 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/02/09/139

9127_001.pdf 



7 

表 1 東京規約の第 8 章 

8-1 

各締約国は、自国の高等教育制度に属する教育機関によって付与された資格の質が承認が求めら

れている締約国における承認を正当化するものであるか否かについて、他の締約国の権限のある

承認当局が確認することができるようにするため、これらの教育機関及び自国の質の保証の制度

に関する適切な情報を提供する。この情報には、次のものを含める。   

（a）自国の高等教育制度に関する説明  

（b）自国の高等教育制度に属する各種の高等教育機関の概要及び各種の高等教育機関の典型的

な特徴の概要  

（c）自国の高等教育制度に属する承認され、又は認定された高等教育機関（公立及び私立）の一

覧であって、各種の資格を付与するこれらの高等教育機関の権限並びに各種の高等教育機

関に入学し、及び各種の課程を受講するための要件を示すもの  

（d）質の保証の仕組みに関する説明  

（e）自国の教育制度に属すると認める自国の領域外に所在する教育機関の一覧  

8-2 

各締約国は、高等教育の資格の承認を容易にするため、次のことにより、関連する情報で正確な、

かつ、最新のものを提供する。  

（a）自国の高等教育制度及び資格に関する信頼すべき、かつ、正確な情報の入手を容易にする

こと。 

（b）他の締約国の高等教育制度及び資格に関する情報の入手を容易にすること。 

（c）自国の法令に従い、承認事項及び資格の評定に関する助言又は情報を提供すること。  

8-3 

各締約国は、高等教育に関する情報を提供する国内情報センターの設立及び維持のための適切な

措置をとる。各締約国の国内情報センターの形態は、異なり得る。  

8-4 

締約国は、自国の国内情報センターを通じて又は他の方法により、次の文書の利用を促進する。 

（a）ユネスコ修了証書補足文書又は他の同等の資格の補足文書   

（b）国境を越える高等教育の質の保証に関するユネスコ及び経済協力開発機構の指針又は自国

の各高等教育機関が自国の法令に従って作成する同等の文書  

 

 第 8 章はそのまま、国内情報センター（NIC、National Information Center）が持

つべき要件定義書のような存在である。現在、わが国には、専門学校も含めた高等教

育機関の基本的な属性を一般に利用できる公的なデータベースシステムは存在しない。

本事業で研究する「ポートレートシステム」は「大学ポートレートシステム」同様、

NIC に欠かせない機能を提供する可能性がある。本事業はそのことも強く意識した事

業である。 

 

（2）本年度事業の実施内容 

 

 

図 3 一般的なシステム開発の流れ 
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 一般的なシステム開発の流れは図 3 のようなものである。この流れを 1 回で済ます

「ウォーターフォールモデル」は、最も効率的な開発モデルであるが、後戻りしにく

いという欠点があり、各プロセスにおける作業品質が安定していることが成立する条

件である。 

 「ポートレートシステム」の開発についても、基本はこのプロセスにしたがって実

施することが筋である。要件を明確に定義することは、一つの大きなシステムを開発

する上で欠かせないプロセスだからである。しかし、一つの文部科学省委託事業とし

て、2 年間で完成を目指すのに、1 年目で通常の「要件定義」プロセスをひたすら進め

るのは、1 年目のプロセスとしては冗長であり、専門家でないとその成果を評価でき

ないという、一般に受け入れがたい方法である。  

 そこで、本事業では若干変則的ではあるが、1 年目は要件定義を主目的とするもの

の、仮の要件定義をもとにシステムを設計してプロトタイプを開発・実装してテスト

を行い、実際に、ユーザの操作を経た意見聴取を行い、その全体のプロセスの中で、

要件定義を確定させるという方法を考えた。  

 この開発モデルが成立するのは、「ポートレートシステム」の目的は、「職業実践専

門課程の基本情報」を共有するデータベースアプリケーションの開発であるというこ

とが明確であり、しかも、その「基本情報」は国がディジタルの形で、決まったフォ

ームで、一定のルールにしたがって公開するルールが存在するからである。  

 すなわち、「基本情報」のフォームからテーブル設計は可能であり、学校側が情報の

編集を行うメニューを用意し、利用者側が目的に応じた検索を行って惜しい情報にた

どり着くという流れが明確な状況にある。 

 そこで、「やらなければならないこと」でプロトタイプを開発しながら、要件を固め

ていくというプロセスを踏むことを構想した。また、そのプロトタイプを用いた試用

を行うことで問題点や課題が明らかになり、それらを踏まえた要件定義の修正を行う

ことで、1 年目の成果とすることにした。 

 このような方法をとった結果、前年度事業終了時点で、 

  ・要件定義書がある。 

  ・プロトタイプそのものと、それを開発する過程で残された各種の設計書  

   が存在する。 

という状況にあった。 

 本年度事業では、その状況を受け、前年度終盤で行った各方面への意見聴取を踏ま

え、要件定義書のその他の文書について見直しを行い、その結果を反映したプロトタ

イプシステムの改良を行った。 
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2  要件定義 

 

2.1  要件定義の位置づけと内容 

 

 前章で説明したとおり、本事業全体がポートレートシステムの長期的なウォーター

フォールモデル開発における「要件定義」の段階に相当している。その中で、前年度

事業においては、 

 1.仮の要件定義を行い、 

 2.それに基づいてテーブル設計やメニュー設計などの基本設計を行い、  

 3.プロトタイプシステムを作成して関係者に試用を求め、  

 4.関係者に意見を聴取して、課題を洗い出すことにより、  

1 年目の要件定義を最終成果とした。 

 本年度事業においては、1 年目の要件定義全体を見直し、それを 2 年目の仮の要件

定義とし（上記プロセスの 1）、その後は、前年度と同様のプロセス（上記プロセスの

2～4）を経て、2 年間のポートレート事業の成果とした。 

 

 

図 4 ポートレート事業（2 年間）の全体プロセス 

 

 これらのプロセスを踏んだ結果、要件としてはほぼ最終的なものを定義するととも

に、プロトタイプといいながら実質的に稼働可能な（実際に稼働している）システム

をリリースすることができた。 

 最終的な成果とした要件定義書の構成は、前年度事業のものと同様であり、一般的

な情報システムの要件定義書の構成を踏襲している6。詳細は要件定義書を参照して

いただきたいが、目次立てを列挙すると次のようになる。 

 

 
6 成果物については、本事業成果を公開するホームページ上にアップロードしているので参照し

ていただきたい。また、本書には付録としてそのキャプチャを掲載している。  
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1 システム導入の目的 

  1.1 導入の前提 

  1.2 導入の目的 

2 システムの概要・構想 

  2.1 システム化の対象領域 

  2.2 システムの概念 

3 システムの業務フロー 

  3.1 認定校における業務フロー 

  3.2 利用者側における業務フロー 

  3.3 システム運用管理における業務 

4 機能要求 

  4.1 要求機能 

  4.2 「職業実践専門課程の基本情報」の要件 

5 入力要求と出力要求 

  5.1 入力要求 

  5.2 出力要求 

6 品質・性能要求 

  6.1 システム全体についての要求 

  6.2 個々の機能に関連する要求 

7 セキュリティ要求 

  7.1 セキュリティポリシー 

  7.2 不正アクセスの防止 

  7.3 情報の保護 
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2.2  要件定義の見直しポイント 

 

 前年度事業の当初においてポートレートシステムの「要件」として考慮していなか

ったものが、高等教育機関をめぐる社会情勢の変化や、前年度事業の終盤における関

係者に対する意見聴取の結果、あらたにいくつか登場した。本節では、その点を「見

直しポイント」として列挙しておきたい7。 

 

① 機能要件の見直しポイント 

 

(1) NIC システムとのリンク 

 東京規約の締結に伴って日本国内に設置が求められた NIC（National Information 

Center）は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下、｛NIAD-QE｝）の中に、

「高等教育資格承認情報センター」として 2019 年 9 月 1 日に設置された。前年度事

業開始（2018 年 6 月 22 日）の時点で、NIC を設置する必要性については一般に認識

されており、その組織が、わが国のすべての高等教育機関の情報検索を可能にするシ

ステムを開発する必要性のあることも認識されていたが、具体的なことは、前年度事

業内に公表されておらず、1 年目の要件定義プロセスにおいては検討対象としていな

かった。 

 NIC の高等教育機関検索システムが実際にリリースされたのは、2019 年 9 月 2 日

であった。そのホームページは図 5 のとおりである。 

 

 

図 5 高等教育資格承認情報センター（NIC）のホームページ 

 

 
7 前年度事業の定義も全面的に細かく見直したが、ここでは新たな定義の必要が生じた（生じる

と予想された）ものについて、その主要な論点を「ポイント」として記述する。 
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 この検索システムを利用することにより、全国のすべての専門学校名称と、その学

科構成にしたがった学科名称が表示される。もし、NIC システムが本ポートレートシ

ステムへリンクするための情報を持てば、NIC システムとポートレートシステムは、

実質的にシームレスにリンクすることができる。そこで、本年度事業では、将来、NIC

システム経由で一般利用者がポートレートシステムに容易にリンクできることを、シ

ステム要件の一つとして考慮することとした。 

 

(2) 多言語対応 

 (1)と関連するが、NIC システムの利用者はむしろ外国人であり、英語を利用した学

校の検索頻度が高いと思われる。したがって、(1)で述べたような NIC システムとの

リンクが実現したとき、ポートレートシステムの利用者にも英語圏の人々がたくさん

いることが考えられる。もちろん、NIC システムと関係なく、本ポートレートシステ

ムを単独で利用しようとする非日本語圏の人々は多いと考えられる。  

 そのように考えると、本ポートレートシステムが表示する情報に対する多言語ニー

ズは高いと思われ、そのこともシステム要件の一つとして考慮すべきであることが考

えられる。実際、大学等において、多言語対応システムを利用しているホームページ

は数多い。下図は、その一つの事例（立教大学の事例）である。  

 

 

 

 

 

 

 

図 6 多言語対応システムを利用したホームページの例（立教大学の事例）  

 

(3) 行政機関における業務フロー  

 前年度事業においても、一般利用者の中に「行政機関」を位置づけ、将来、ポート

レートシステムに入力された情報を基にした審査や承認手続きが可能であるかどうか

検討した。本年度事業においては、「基本情報」の様式 2 および様式 3 を行政機関が

利用することを想定した検討を行うこととした。様式 2 は企業との連携に関する詳細
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な情報を、様式 3 は職業実践専門課程の認定の肝となる教育課程編成委員会や学校関

係者評価委員会に関する詳細な情報を、それぞれ記録する様式である。これらは、公

開を義務付けられていないが、職業実践専門課程の認定やフォローアップにおいて行

政機関の審査対象となる情報である。 

 前年度事業では、職業実践専門課程認定校が公表の義務を負うのは様式 4 の情報の

みであることから、様式 2 および様式 3 に示された項目はテーブル設計の対象から除

外した。しかし、将来ポートレートシステムの普及が進めば、これらの様式について

も同一のシステムで取り扱えたほうが学校にとって有用であるし、行政機関における

利用も進み、専門学校の情報の一元化に大きく寄与できる可能性が考えられる。  

 このように考えると、利用が進めば、データベースに求められる機能も広がってい

くことが予想されるが、一般的でないニーズに対しても、すべてテーブルに登録され

た情報で応えるのでは、オーバースペックに陥るリスクも懸念される。そこで、本年

度事業では、学校が日常業務の中で管理し、各学校で形式が異なるファイルであって

も、PDF 形式で統一したものをアップロードするなど、自由度の高い状況であっても、

職業実践専門課程認定校にとって一元的なアクセスが可能になるような仕組みを検討

することとし、以って、行政機関のニーズを考慮したり、その業務フローに合わせた

りすることを検討の対象とした。 

 

(4) 一般利用者において想定される利用フロー  

 前年度事業における意見聴取の結果、学校も含めてであるが、データベースである

がゆえに実現可能な一般利用者向けの機能をもっと考えるべきであると思われた。そ

の典型的な例は、「比較」である。すなわち、同じ学校の中のデータを複数年度にわた

って比較する「時系列比較」、異なる学校間の同じデータを比較する「クロスセクショ

ン比較」である。前者は、本ポートレートシステムには、定員、実員、卒業者数、就

職者数など数値データが多く含まれており、それらがどのように変化したかについて

関心が生じることは当然のニーズと考えられる。  

 また、それらの数値データについて、同じ分野の複数の学校、同じ地域の複数の学

校を比較するニーズがあることも意見聴取の結果明らかになっている。  

 システム設計レベルでいえば、「時系列比較」は仕様的に大きなものにはならないと

予想されるが、「クロスセクション比較」の場合、比較対象をどのように選択するかな

ど、ユーザインタフェースの面で検討課題は多く、確定的な仕様を考えるより、ユー

ザニーズに対して万能に応えることができる「エクスポート」機能の開発のほうが実

現可能であると思われた。 

 

② 非機能要件の見直しポイント 

 

(1) アップロードに伴うセキュリティレベル  

 前項(3)で挙げた要件に伴う仕様として、ファイルのアップロードを挙げることがで
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きるが、そのような仕様があるのとないのとでは、ポートレートシステムをめぐるセ

キュリティレベルに大きな違いが生じる。  

 一般に、ファイルのアップロードに伴うセキュリティリスクとして次のようなこと

が挙げられる。 

✔パーミッション(アクセス権)の脆弱性 

 本来、所有者だけが書込み権限を有する Web サーバ上に、HTTPD（Web サー

バの処理）に対する書込み権限を与えることにより、ウィルス等の不正なデータ

が書き込まれる可能性を生じる。 

✔アップロードされたファイルの信頼性 

 アップロードされたファイルが、PDF ファイルを偽装したウィルス等の危険な

ファイルである可能性を排除できない。 

✔ディレクトリトラバーサル攻撃の可能性 

 保存するファイル名を指定する際に、ファイル名以外にパス（フォルダ構造）

情報を指定することにより、アクセスが許可されていないフォルダに対する不正

アクセスが行われる可能性が生じる。 

✔不正アクセスの可能性 

 プログラムで抽出しているデータベースと異なり、単なるファイルである PDF

は、ファイルの格納場所とファイル名がわかってしまうと、閲覧権限のない者で

あっても閲覧できてしまう可能性が発生する。 

 要件定義および基本設計の段階では、以上のセキュリティリスクを考慮する必要が

ある。 

 

(2) クライアント環境におけるセキュリティ設定  

 本システムのサーバ側の要件ではないが、学校関係者はもとより一般利用者も含め

たアクセス端末（以下「クライアント」と総称、媒体としては PC、タブレット、スマ

ートフォンなど）の環境設定も、全体の稼働率を一定水準以上に高める上で必要なシ

ステム要件とみなす。 

 具体的には、 

・OS（特にファイアウォール）の設定 

・ブラウザの設定 

である。概念的には、セキュリティレベルの設定が高すぎると、前項の PDF アップロ

ードなどを受け付けなくなる恐れがある。  
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3  プロトタイプ作成 

 

3.1  画面（メニュー）体系 

 

 作成した画面（メニュー）の体系を次から示す8。 

 本年度事業では、NIC システムの検索結果表示画面から、本ポートレートシステム

に対してシームレスに遷移できることを考慮し、また、一般利用者の使い勝手を上げ

ることを考慮し、本ポートレートシステムの単なる検索表示利用についてアクセス制

限を撤廃した。具体的には、単に、 

 portraits.qaphe.com 

にアクセスした場合、ログイン認証なしに検索画面のトップに遷移する。一方で、デ

ータベースの編集権限をもった利用者のために、そのためのすべてのモジュールを  

 portraits.qaphe.com/manage 

に移設し、 

 portraits.qaphe.com/manage/login 

によってログイン認証を行うこととした。  

 

■ ①ログインとユーザ管理 

 

 

 

 

 
8 図の網掛け部分は前年度から変化した部分を表す。  
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 本事業終了時点では、ユーザ権限にしたがった画面制御は行っておらず、登録され

たユーザはすべてシステム管理者の権限を持っている。前図の点線で囲んだ部分は、

アクセス権限による制御部分を開発・実装する必要性についてメモしたものである。  

 

■ ②設置者管理 

 「設置者登録」「設置者一覧」は管理トップ画面から選ぶことができる。 

 ここで、設置者は専修学校の設置主体であり、学校法人や一般財団法人などの法人

を意味している。設置者の名称や代表者は変わる可能性があるので、その場合は「設

置者変更」メニューを選択する（ある設置者の中の情報に変更がある場合を意味して

おり、ある学校について設置者自体が変わるという意味ではない）。  

 「設置者年度登録」は、「職業実践専門課程の基本情報」は年度ごとに更新すること

になるので、「ある設置者のある年度の情報」をあらかじめ登録しないと、その下位の

情報、すなわち、その設置者が設置した学校のある年度の情報、さらに、その学校の

学科のある年度の情報は編集できない構造としている。  

 「設置者年度一覧」は、上記のような編集を行った結果、ある設置者には複数の年

度登録がなされることになるので、それらを一覧表示する機能で、どこかの年度の設

置者に関する情報に誤りがあったような場合、「設置者年度変更」メニューを操作する

ことにより、過去にさかのぼって修正（変更）することを可能としている。「変更」は、

該当項目の「修正」や「追加」、「削除」を包含した意味に使っている。  

 

 

 

■ ③学校管理 

 前項の「設置者一覧」の下位には「学校登録」「学校一覧」を配し、これらの画面に

遷移できる。 

 「学校登録」は設置者が設置する学校の情報を新規に登録するメニューで、そのよ

うにして登録された学校をすべて表示するのが「学校一覧」である。  

 「学校一覧」の下位には、「学校変更」「学校年度登録」「学校年度一覧」の各メニュ

ーを配しているが、その考え方は、前項の「設置者変更」「設置者年度登録」「設置者

年度一覧」と同様である。 
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■ ④学科管理 1/2（履修、実績） 

 前項の「学校一覧」の下位には「学科登録」「学科一覧」を配し、これらの画面に遷

移できる。 

 「学科登録」は学校の中に置く「学科」を新規に登録するメニューで、そのように

して登録された学科をすべて表示するのが「学科一覧」である。  

 ここでいう「学科」は職業実践専門課程の認定単位に相当するので、「学科一覧」の

下位に、「職業実践専門課程の基本情報」のフォームにしたがった各種の情報の編集メ

ニューが割り当てられることになる。プロトタイプ開発においては、これらのうち、

基本情報の「様式 4（1）」で提供することになっている情報を、大きく、履修系、実

績系、資格系、評価系に分けて、それぞれのメニューを設けた。この項（④）の画面

では、履修系、実績系を配している（資格系、評価系は次の⑤の画面で、また、様式

4（2）で提供される情報については⑥～⑧で、様式 4（3）で提供される情報について

は⑨の画面で説明する）。 

 

 「学科履修年度登録」は、履修系の情報を入力する年度を登録するためのメニュー

である。登録された年度は「学科履修年度一覧」で表示され、この中のある年度に関

する「学科履修年度変更」を選択する。このメニューで編集できる項目は、次のとお

りである。 
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修業年限、昼夜、修業単位、修了時間数、講義時間数、演習時間数、実習時間数、実験時間数、

実技時間数、URL、学期制度、長期休業、成績評価、成績評価方法、卒業・進級条件、クラス担

任制、個別相談・指導、課外活動、サークル活動、独自奨学金、独自奨学金内容、教育訓練給付、

教育訓練給付実績  

 また、「学科実績年度登録」は、実績系の情報を入力する年度を登録するためのメニ

ューである。登録された年度は「学科実績年度一覧」で表示され、この中のある年度

に関する「学科実績年度変更」を選択する。このメニューで編集できる項目は、次の

とおりである。 

生徒総定員、生徒実員、留学生数、専任教員数、兼任教員数、総教員数、就職評価年月日、就職

指導内容、卒業者数、就職希望者数、就職者数、就職率、  

卒業者に占める就職者の割合、進学者数、就職コメント、中退者数、中退率、当年度在学者数、

前年度在学者数、中退理由、中退防止・支援、自由記述  

 

■ ⑤学科管理 2/2（資格、評価） 

 下図は前項（④）に引き続き「学科一覧」の下位を説明する図である。  

 「学科一覧」の下位には、④の履修系、実績系に続いて、資格系、評価系の情報を

編集するメニューが割り当てられている。  

 「学科資格年度登録」は、資格系の情報を入力する年度を登録するためのメニュー

で、編集できるのは、次の項目である。 

資格名、資格種別、受験者数、合格者数  

 ここで、「資格」は、基本情報の「主な学修成果（資格・検定等）」欄における「国

家資格・検定/その他・民間検定等」欄に設けられた表に入力すべき「資格・検定」の

ことで、この表に入力すべき項目は、「資格・検定名」「種別」「受験者数」「合格者数」

である。また、この表の行数は不定になっていて、学科によって自由に記述すること

を求めている。一般的な状況を想定すれば、学科ごとに目標とする資格は決まってお

り、そのような「基本的な」情報は、あらかじめ登録しておき、「変わったときに変え

る」ほうが、入力の手間が省けると思われる。 

 同様のことがいえる情報として、本システムでは、「資格」のほかに、「科目（様式

4（3）で入力するもの）」、「教育課程編成委員会委員（様式 4（2））」、「学校関係者評

価委員（様式 4（2））」を考え、これらを「学科基本情報」として認識し、これらを登

録しておく機能を用意した。その説明は次の第⑥項で行う。  

 なお、「学科資格年度一覧」の下位の「学科資格実績アピール登録」は、当該学科の

学修成果についてアピールできる文書（PDF 形式に限る）を登録（アップロード）す

る機能および登録した文書を削除するメニューである9。 

 また、「学科評価年度登録」は、第三者評価の受審経験の有無等を編集するためのメ

ニューで、編集できるのは、次の項目である。 

第三者評価有無、評価団体、受審年月、評価結果 URL、評価結果  

 
9 このメニューは本年度事業の中で追加したものである。  
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■ ⑥学科基本情報 

 前項の最後に説明したとおり、「資格」「科目」「教育課程編成委員会委員」「学校関

係者評価委員」については、あらかじめ登録しておくことが可能である。下図に示し

た体系は、これら 4 種の項目に関する登録と変更を可能にする画面（メニュー）の体

系である。 

 

 

 それぞれについて、編集できる項目は次のとおりである。  

・資格 
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資格名、資格種別  

・科目 

授業科目名、科目分類、授業科目概要、配当年次、配当学期、授業時数、単位数、授業方法、場

所、教員、企業等との連携、備考  

・教育課程編成委員会委員 

氏名、所属、任期開始年月日、任期終了年月日、種別  

・学校関係者評価委員 

氏名、所属、任期開始年月日、任期終了年月日、種別  

 

■ ⑦学科企業連携 1/3（教育課程編成委員会） 

 前項の「学科一覧」の下位には「学科企業連携一覧」を配していて、これは、基本

情報の様式 4（2）のうち、 

A 1 ページ目の 1．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）  

との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っているこ

と。」関係（A1）、 

および、 

1 ページ目の 2．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演

習等」という。）の授業を行っていること。」関係（A2） 

B 2 ページ目の 3．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関す

る研修を組織的に行っていること。」関係、 

および、 

2 ページ目の 4．「学校教育法施行規則第 189 条において準用する同規則第 67 条に

定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当たっては、

当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係、 

および、 

2 ページ目の 5．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当

該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。」

関係 

をカバーするものである。 

 これらのうち A1 について「■ ⑦学科企業連携 1/3」で、A2 について「■⑨学科企

業連携 2/3」で、また、B について「■⑨学科企業連携 3/3」で、それぞれ説明する。 

 「学科企業連携一覧」の下位にある「学科教育課程編成委員会一覧」で編集する項

目は次のとおりである。 

教育課程編成委員会名簿情報、教育課程の編成における企業等との連携に関する基本方針、教育

課程編成委員会等の位置付け、委員名簿日付、年間開催数及び開催時期、意見活用状況  

 また、「学科教育課程編成委員年度様式登録」は、「基本情報」の様式 3-1 の PDF 文

書を登録・削除するメニューである10。 

 
10 このメニューは本年度事業の中で追加したものである。  



21 

 

 

■ ⑧学科企業連携 2/3（企業連携実習） 

 「学科企業連携一覧」の下位にある「学科企業連携概要一覧」で編集する項目は次

のとおりである。 

実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針、実習・演習等における企業等との連携

内容 

 また、「学科科目企業連携概要年度一覧」の下位にある「学科科目企業連携概要年度

様式登録」は「基本情報」の様式 2-1 の PDF 文書を登録・削除する機能である11。さ

らに、「学科科目企業連携概要年度一覧」の下位の「学科科目企業連携年度一覧」の下

位にある「学科科目企業連携年度様式登録」は「基本情報」の様式 2-2 の PDF 文書を

登録・削除するメニューである12。 

 

 

 

 

 
11 このメニューは本年度事業の中で追加したものである。  
12 このメニューは本年度事業の中で追加したものである。  
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■ ⑨学科企業連携 3/3（教員研修、学校関係者評価） 

 「学科企業連携一覧」の下位にある「学科教員研修年度一覧」で編集する項目は次

のとおりである。 

教員に対する研修・研究の基本方針、専攻分野における実務に関する研修等の実績、指導力の修

得・向上のための研修等の実績、専攻分野における実務に関する研修等の予定、指導力の修得・

向上のための研修等の予定  

 また、「学科企業連携一覧」の下位にある「学科学校関係者評価委員会年度一覧」で

編集する項目は次のとおりである。 

学校関係者評価の基本方針､「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応として

「教育理念･目標」「学校運営」「教育活動」「学修成果」「学生支援」「教育環境」「学生の受入れ募

集」「財務」「法令等の遵守」「社会貢献･地域貢献」「国際交流」､学校関係者評価結果の活用状況､

委員名簿日付､学校関係者評価結果の公表方法、学校関係者評価結果の公表時期、評価結果公表

URL 

 なお、「学科学校関係者評価委員年度様式登録」は、「基本情報」の様式 3-2 を登録・

削除するメニューである13。 

 最後に、「学科企業連携一覧」の下位にある「学科学校関係者情報提供年度一覧」で

編集する項目は次のとおりである。 

企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針、「専門学校における情報提供等への取組に関

するガイドライン」の項目との対応として「学校の概要、目標及び計画」「各学科等の教育」「教

職員」「キャリア教育・実践的職業教育」「様々な教育活動・教育環境」「学生の生活支援」「学生

納付金・修学支援」「学校の財務」「学校評価」「国際連携の状況」「その他」、情報提供方法、情報

提供 URL 

 

 

 

 
13 このメニューは本年度事業の中で追加したものである。  
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■ ⑩学科科目 

 「学科一覧」の下位には「学科科目一覧」を配し、その下位に「学科科目概要年度

一覧」を配している。ここでは、次の項目を編集できる。 

科目数、単位時間、卒業要件及び履修方法、１学年の学期区分、１学期の授業期間  

 また、「学科科目年度一覧」では、第⑥項で説明したとおり、科目ごとの情報として、

次の項目を表示・編集できる。 

授業科目名、科目分類、授業科目概要、配当年次、配当学期、授業時数、単位数、授業方法、場

所、教員、企業等との連携、備考  
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3.2  テーブル設計 

 

 要件定義書の機能要求に示した要件にしたがい、データベースシステムとしてデー

タの整合性を考慮した結果、本プロトタイプでは、35 のテーブルを用いることとした。

以下はその設計の結果である14。 

 

（1）都道府県テーブル 

 

（2）分野テーブル 

 

（3）修業年限テーブル 

 

（4）昼夜テーブル 

 

（5）権限テーブル 

 

（6）資格種別テーブル 

 

（7）修業単位テーブル 

 

（8）科目分類テーブル 

 

 
14 要件定義の見直しの結果、前年度から変化した部分を網掛けとしている。  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 都道府県コード pref_code char(2) PRIMARY
2 都道府県名 pref_name char(10) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 分野コード field_code char(2) PRIMARY
2 分野名 field_name char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 修業年限コード term_code char(2) PRIMARY
2 修業年限 term_year char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 昼夜コード day_code char(2) PRIMARY
2 昼夜コード day_night char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 権限コード auth_code char(2) PRIMARY
2 権限名 auth_name char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 資格種別コード cert_type_code char(2) PRIMARY
2 資格種別 cert_type_name char(50) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 修業単位コード unit_code char(2) PRIMARY
2 修業単位 unit_name char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 科目分類コード sub_class_code char(2) PRIMARY
2 科目分類名 sub_class_name char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null
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（9）学期テーブル 

 

（10）教育課程編成委員種別テーブル 

 

（11）ユーザテーブル 

 

（12）設置者テーブル 

 

（13）設置者年度テーブル 

 
（14）学校テーブル 

 

（15）学校年度テーブル 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 学期コード semester_code char(2) PRIMARY
2 学期名 semester_name char(20) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 種別コード type_code char(2) PRIMARY
2 種別名 type_name char(50) not null
3 作成日時 ins_date datetime not null
4 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 ユーザID user_id char(20) PRIMARY
2 パスワード passwd char(255) not null ハッシュ値を格納
3 氏名 name char(255) not null
4 メールアドレス mail char(255)
5 権限コード auth_code char(2) 外部キー 権限コード(権限テーブル)
6 作成日時 ins_date datetime not null
7 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY
2 設置者名 estab_name char(100) not null
3 設立認可年月日 estab_ymd date not null
4 作成日時 ins_date datetime not null
5 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(設置者テーブル)
2 年度 year int PRIMARY
3 代表者名 repre_name char(100) not null
4 郵便番号 post_code char(10)
5 都道府県コード pref_code char(2) 外部キー not null 都道府県コード(都道府県テーブル)
6 市区町村 city char(255)
7 地番 address char(255)
8 建物 building char(255)
9 電話番号 tel char(20)
10 URL url char(255)
11 作成日時 ins_date datetime not null
12 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(設置者テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY
3 学校名 school_name char(100) not null
4 設置認可年月日 estab_ymd date not null
5 作成日時 ins_date datetime not null
6 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学校テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学校テーブル)
3 年度 year int PRIMARY
4 校長名 principal_name char(100) not null
5 郵便番号 post_code char(10)
6 都道府県コード pref_code char(2) 外部キー not null 都道府県コード(都道府県テーブル)
7 市区町村 city char(255)
8 地番 address char(255)
9 建物 building char(255)

10 電話番号 tel char(20)
11 URL url char(255)
12 作成日時 ins_date datetime not null
13 更新日時 upd_date datetime not null
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（16）学科テーブル 

 
（17）学科履修テーブル 

 
（18）学科実績テーブル 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学校テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学校テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY
4 学科名 depart_name char(100) not null
5 認定年月日 estab_ymd date not null
6 分野コード field_code char(2) 外部キー not null 分野コード(分野テーブル)
7 課程名 cource_name char(100) not null
8 専門士 expert text
9 高度専門士 advance_expert text
10 学科目的 depart_goal text
11 作成日時 ins_date datetime not null
12 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 修業年限コード term_code char(2) 外部キー not null 修業年限コード(修業年限テーブル)
6 昼夜コード day_code char(2) 外部キー not null 昼夜コード(昼夜テーブル)
7 修業単位コード unit_code char(2) 外部キー not null 修業単位コード(修業単位テーブル)
8 修了時間数 comp_time int
9 講義時間数 lect_time int

10 演習時間数 exer_time int
11 実習時間数 train_time int
12 実験時間数 labo_time int
13 実技時間数 pract_time int
14 URL url char(255)
15 学期制度 semester text
16 長期休業 vacation text
17 成績評価有無 grade_eval int
18 成績評価方法 grade_method text
19 進級条件 promotion text
20 クラス担任有無 homeroom int
21 個別指導 indiv_inst text
22 課外活動 activity text
23 サークル活動有無 circle int
24 独自奨学金有無 scholar int
25 独自奨学金内容 scholar_sub text
26 教育訓練給付対象 benefit int
27 教育訓練給付実績 benefit_result text
28 作成日時 ins_date datetime not null
29 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 生徒総定員 stu_capacity int
6 生徒実員 stu_emplo int
7 留学生数 stu_foreign int
8 専任教員数 teach_full int
9 兼任教員数 teach_conc int

10 総教員数 teach_total int
11 就職評価年月日 eval_ymd date
12 就職先 employer text
13 就職指導内容 employ_guid text
14 卒業者数 grad_cnt int
15 就職希望者数 job_appl_cnt int
16 就職者数 job_cnt int
17 就職率 employ_rate int
18 就職者割合 employ_ratio int
19 進学者数 admiss_cnt int
20 就職コメント job_comment text
21 中退者数 drop_cnt int
22 中退率 drop_rate int
23 当年度在学者数 curr_stu_cnt int
24 前年度在学者数 prev_stu_cnt int
25 中退理由 drop_reason text
26 中退防止 drop_prevent text
27 自由記述 study_result text
28 作成日時 ins_date datetime not null
29 更新日時 upd_date datetime not null
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（19）学科評価テーブル 

 

（20）学科資格基本テーブル 

 
（21）学科資格テーブル 

 

（22）学科資格実績テーブル 

 

（23）学科科目基本テーブル 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 第三者評価有無 third_eval int
6 評価団体 eval_org char(255)
7 受審年月 eval_ym char(10)
8 評価結果URL eval_url char(255)
9 評価結果 eval_result text
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 資格コード cert_code char(20) PRIMARY
5 資格名 cert_name char(255) not null
6 資格種別コード cert_type_code char(2) 外部キー not null 資格種別コード(資格種別テーブル)
7 作成日時 ins_date datetime not null
8 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 評価年月日 eval_ymd date not null
6 自由記述 cert_comment text
7 アピール appeal char(255)
8 作成日時 ins_date datetime not null
9 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科資格評価テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科資格評価テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科資格評価テーブル)
4 年度 year int PRIMARY 外部キー 年度(学科資格評価テーブル)
5 資格コード cert_code char(20) PRIMARY
6 資格名 cert_name char(255) not null
7 資格種別コード cert_type_code char(2) 外部キー not null 資格種別コード(資格種別テーブル)
8 受験者数 exam_cnt int
9 合格者数 pass_cnt int
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 科目コード sub_code char(20) PRIMARY
5 科目名 sub_name char(255) not null
6 概要 summary text
7 科目分類コード sub_class_code char(2) 外部キー not null 科目分類コード(科目分類テーブル)
8 年次 annual char(255)
9 学期 semester char(255)

10 時数 time_cnt int
11 単位数 unit_cnt int
12 講義 lecture int
13 演習 exercise int
14 実技 practice int
15 校内 in_school int
16 校外 out_school int
17 専任 full int
18 兼任 concurrent int
19 企業連携 collabo int
20 備考 remark text
21 作成日時 ins_date datetime not null
22 更新日時 upd_date datetime not null
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（24）学科科目概要テーブル 

 

（25）学科科目テーブル 

 

（26）教育課程編成委員基本テーブル 

 

（27）学科編成委員会テーブル 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 科目数 sub_cnt int
6 単位時間 unit_cnt int
7 卒業要件 grad_require text
8 学期区分 semester_cnt int
9 授業期間 lesson_week int
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科科目概要テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科科目概要テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科科目概要テーブル)
4 年度 year int PRIMARY 外部キー 年度(学科科目概要テーブル)
5 科目コード sub_code char(20) PRIMARY
6 科目名 sub_name char(255) not null
7 概要 summary text
8 科目分類コード sub_class_code char(2) 外部キー not null 科目分類コード(科目分類テーブル)
9 年次 annual char(255)

10 学期 semester char(255)
11 時数 time_cnt int
12 単位数 unit_cnt int
13 講義 lecture int
14 演習 exercise int
15 実技 practice int
16 校内 in_school int
17 校外 out_school int
18 専任 full int
19 兼任 concurrent int
20 企業連携 collabo int
21 備考 remark text
22 作成日時 ins_date datetime not null
23 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 委員コード mem_code char(20) PRIMARY
5 氏名 name char(255) not null
6 所属 belong char(255)
7 任期FROM term_from date
8 任期TO term_to date
9 種別コード type_code char(2) 外部キー not null 種別コード(教育課程編成委員種別テーブル)
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 基本方針 policy text
6 位置付け position text
7 委員名簿日付 names_ymd date
8 委員会日時 commit_date text
9 意見活用状況 opinion text

10 様式 form char(255)
11 作成日時 ins_date datetime not null
12 更新日時 upd_date datetime not null
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（28）学科編成委員テーブル 

 

（29）学科科目連携概要テーブル 

 

（30）学科科目連携テーブル 

 

（31）学科研修テーブル 

 

（32）評価委員基本テーブル 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科編成委員会テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科編成委員会テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科編成委員会テーブル)
4 年度 year int PRIMARY 外部キー 年度(学科編成委員会テーブル)
5 委員コード mem_code char(20) PRIMARY
6 氏名 name char(255) not null
7 所属 belong char(255)
8 任期FROM term_from date
9 任期TO term_to date
10 種別コード type_code char(2) 外部キー not null 種別コード(教育課程編成委員種別テーブル)
11 作成日時 ins_date datetime not null
12 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 基本方針 policy text
6 連携内容 collabo_content text
7 様式 form char(255)
8 作成日時 ins_date datetime not null
9 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科科目連携概要テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科科目連携概要テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科科目連携概要テーブル)
4 年度 year int PRIMARY 外部キー 年度(学科科目連携概要テーブル)
5 科目コード sub_code char(20) PRIMARY
6 科目名 sub_name char(255) not null
7 概要 summary text
8 連携企業 collabo_corp text
9 様式 form char(255)
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 基本方針 policy text
6 専攻研修実績 major_result text
7 指導力研修実績 inst_result text
8 専攻研修計画 major_plan text
9 指導力研修計画 inst_plan text
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 委員コード mem_code char(20) PRIMARY
5 氏名 name char(255) not null
6 所属 belong char(255)
7 任期FROM term_from date
8 任期TO term_to date
9 種別 type text
10 作成日時 ins_date datetime not null
11 更新日時 upd_date datetime not null
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（33）学科関係者評価テーブル 

 
（34）学科評価委員テーブル 

 

（35）学科情報提供テーブル 

 

 

 

  

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 基本方針 policy text
6 教育理念 idea text
7 学校運営 admin text
8 教育活動 activities text
9 学修成果 result text

10 学生支援 support text
11 教育環境 environ text
12 学生募集 recruit text
13 財務 finance text
14 法令遵守 compliance text
15 社会貢献 social text
16 国際交流 international text
17 評価活用状況 eval_util text
18 委員名簿日付 names_ymd date
19 公表方法 method text
20 公表時期 period text
21 URL url char(255)
22 様式 form char(255)
23 作成日時 ins_date datetime not null
24 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科関係者評価テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科関係者評価テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科関係者評価テーブル)
4 年度 year int PRIMARY 外部キー 年度(学科関係者評価テーブル)
5 委員コード mem_code char(20) PRIMARY
6 氏名 name char(255) not null
7 所属 belong char(255)
8 任期FROM term_from date
9 任期TO term_to date
10 種別 type text
11 作成日時 ins_date datetime not null
12 更新日時 upd_date datetime not null

№ 日本語名 シンボリック名 属性 キー 追加属性 備考
1 設置者コード estab_code char(20) PRIMARY 外部キー 設置者コード(学科テーブル)
2 学校コード school_code char(20) PRIMARY 外部キー 学校コード(学科テーブル)
3 学科コード depart_code char(20) PRIMARY 外部キー 学科コード(学科テーブル)
4 年度 year int PRIMARY
5 基本方針 policy text
6 目標 goal text
7 教育 education text
8 教職員 staff text
9 キャリア教育 career text

10 教育環境 environ text
11 生活支援 live_support text
12 修学支援 schola_support text
13 財務 finance text
14 学校評価 eval text
15 国際連携 international text
16 その他 other text
17 情報提供方法 info_method text
18 URL url char(255)
19 作成日時 ins_date datetime not null
20 更新日時 upd_date datetime not null
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3.3  UML 

 

 前節で示したテーブル間の関係を UML で表すと次のようになる15。 

 

 

  

 
15 前年度から変化した部分については、斜線のあみ掛けを施し、かつ、注釈テキストを付した。  
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4  今後の展望 

 

 現状（2020 年 2 月 20 日現在）、本システムには、実施協力校の基本情報データ十

数校の 1～3 年度分が入力されている。本年度事業の中で当機構の職員がエントリー

したものも多く含まれているが、その入力は編集機能、パフォーマンス等に関するユ

ーザテストも兼ねた性格をもっている。ユーザテストという立場からみたとき、現状、

システムの安定性は高く、稼働率も極めて高い。プロトタイプではあるが、システム

の完成度は高く、アクセス権設定機能を仕様どおりに実現すれば、いつでも本番稼働

な状況にある。 

 このような状況を踏まえると、あとは、一般利用者のニーズに応えるべく格納デー

タを増やすスキームを考え、実践していくことが第一、すなわち、職業実践専門課程

認定校にとってメリットのある方策を講じ、参加校を増やしていくことが必要である。 

 ここで、認定校にとってのメリットとして二つのことが考えられる。第一に、NIC

システムの普及等に対応して多言語化すること、第二に、本システムにデータをエン

トリーすることによって、たとえば、認定校のフォローアップ手続き等を省力化する

など、行政申請システムを兼ねられることである。  

 第一のメリットは、もし本システムが多言語化できるなら、大きな手間や費用をか

けずとも、自校の基本的な情報が多言語に翻訳される点である。第二のメリットは、

行政側の規制要素が多いので簡単ではないが、行政側にとっても、インターネット接

続環境があればいつでも認定校の情報を閲覧できるメリットは大きいと考えられ、そ

のような観点から普及方策を講じたいところである。  

 現段階における展望としては、フリーワード検索などの機能を強化し、かつ、アク

セス制限を仕様どおりに設定した上で正式公開とし、来年度事業の中で、  

① 多言語化の実現 

② ある程度まとまったデータのエントリー 

③ 種々の分析機能の追加 

④ NIC システムとの連携仕様確定 

などに取り組みたいと考えている（図 7）。 
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図 7 今後の展望図 
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付録 要件定義書（改訂版） 
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